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(57)【要約】
【課題】損傷した部材の交換が容易であると共に、設計
衝撃荷重のベクトルに応じて設計衝撃荷重に対する強度
が高い方向を選択可能な透過型砂防堰堤、及びそれに用
いられる管材ユニットを提供する。
【解決手段】水路の幅方向に沿って設けられる透過型砂
防堰堤用管材ユニット１であって、端部にフランジを有
する管材（細管７０）を備え、このフランジを、前記管
材（細管７０）の設計衝撃荷重のベクトルに対して傾斜
して形成する。
【選択図】図６
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　水路の幅方向に沿って設けられる透過型砂防堰堤用管材ユニットであって、
　端部にフランジを有する管材を備え、
　前記フランジは、前記管材の設計衝撃荷重のベクトルに対して傾斜して形成されている
こと
　を特徴とする透過型砂防堰堤用管材ユニット。
【請求項２】
　前記管材は、両端にフランジを有し、
　前記両端のフランジは、当該管材の設計衝撃荷重のベクトルに対して互いに対称となっ
ていること
　を特徴とする請求項１記載の透過型砂防堰堤用管材ユニット。
【請求項３】
　管材である主管同士が組み合わされたフレーム部と、前記主管同士の間に架け渡された
前記主管より小径の管材である細管を有する小礫捕捉部とを備え、
　前記細管のフランジは、当該細管の設計衝撃荷重のベクトルに沿って進むに従って間隔
が狭くなるように形成されていること
　を特徴とする請求項１又は２記載の透過型砂防堰堤用管材ユニット。
【請求項４】
　管材である主管同士が組み合わされたフレーム部と、前記主管同士の間に架け渡された
前記主管より小径の管材である細管を有する小礫捕捉部とを備え、
　前記主管のフランジは、当該主管の設計衝撃荷重のベクトルに沿って進むに従って間隔
が広がるように形成されていること
　を特徴とする請求項１乃至３の何れか１項記載の透過型砂防堰堤用管材ユニット。
【請求項５】
　管材同士が平面状に組み合わされた平面構造体を備え、
　前記平面構造体を構成する管材が、端部にフランジを有し、当該フランジが、当該管材
の設計衝撃荷重のベクトルに対して傾斜して形成されていること
　を特徴とする請求項１乃至４の何れか１項記載の透過型砂防堰堤用管材ユニット。
【請求項６】
　管材同士が立体状に組み合わされた立体構造体を備え、
　前記立体構造体を構成する管材が、端部にフランジを有し、当該フランジが、当該管材
の設計衝撃荷重のベクトルに対して傾斜して形成されていること
　を特徴とする請求項１乃至５の何れか１項記載の透過型砂防堰堤用管材ユニット。
【請求項７】
　請求項１乃至６の何れか１項に記載の透過型砂防堰堤用管材ユニットを備えたことを特
徴とする透過型砂防堰堤。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、土砂災害の防止、土石流対策或は流木対策を目的として、河川などの水路の
幅方向に沿って設けられる透過型砂防堰堤、及びこれに用いられる管材同士が組み合わさ
れた管材ユニットに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、洪水時等に大量の土石流が一挙に砂防ダムの下流側にあるダム湖や河川に流入す
るのを阻止する目的で設置される砂防堰堤（ダム）が知られている。このような砂防堰堤
は、一般に、不透過型の砂防堰堤と透過型の砂防堰堤の２種類に大別される。
【０００３】
　砂防堰堤の多くがコンクリート製の不透過型のものであるが、不透過型の砂防堰堤は、
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建設後数年で常時流れる礫や土砂などが堆積してしまい、洪水時等の異常出水時に土石流
等を計画通りに捕捉できなくなるという問題点があった。
【０００４】
　そこで、このような問題点を解決するものとして、透過型の砂防堰堤が提案されている
。例えば、特許文献１には、平面構造の透過型砂防堰堤である鋼製スリットダムが開示さ
れ、特許文献２には、立体構造の透過型砂防堰堤である透過型砂防ダムが開示されている
。
【０００５】
　特許文献１に開示されている鋼製スリットダムは、河川の川幅方向に形成されている土
木構造物体（袖部２）間に配設され、コンクリート基礎３に埋設された基礎用埋設鋼管１
７と、この基礎用埋設鋼管１７に接続された鋼管ユニット１５、１６とを有する鋼製スリ
ットダム１である（特許文献１の明細書の段落００１５、特許請求の範囲の請求項１、図
面の図１等参照）。
【０００６】
　また、特許文献１には、鋼製スリットダムの補修方法において、損傷した埋設鋼管１７
に少なくとも接続されている鋼管ユニット１６を当該埋設鋼管１７から取り外し、当該埋
設鋼管１７の損傷箇所より下位を切断し、埋設鋼管１７の内径未満の外径からなる挿入管
５１と、挿入管５１の上端に取り付けられ、埋設鋼管１７の内径を超える径で構成される
キャップ体５２と、キャップ体５２の上端に取り付けられたフランジ５３とを有する補修
部材５０を、切断されてコンクリート基礎３に残置している埋設鋼管１７の上端に挿入管
５１を介して装着し、補修部材５０におけるフランジ５３に、取り外した鋼管ユニット１
６又は新たな鋼管ユニット１６を接続することが開示されている（特許文献１の明細書の
段落００２４～００３１、特許請求の範囲の請求項１、図面の図７等参照）。
【０００７】
　この鋼製スリットダムの補修方法によれば、基礎用埋設鋼管１７のように一端がコンク
リート基礎３中に埋設されているユニットが損傷した場合においても、これをコンクリー
ト基礎３中から掘り起こすことなく補修を実現することができるため、施工労力の負担を
軽減させることができ、これに伴って施工期間を減縮させることが可能となるとされてい
る（特許文献１の明細書の段落００１１、００３２等参照）。
【０００８】
　特許文献２に開示されている透過型砂防ダムは、上流側に向かって傾斜した下流側支柱
３を備えた透過型砂防ダム本体１と、透過型砂防ダム本体１の頂部に設けられた下流側に
向かって延びる庇９と、を備え、この庇９が、透過型砂防ダム本体１を乗り越えて落下す
る礫による下流側支柱３の損傷を防止する透過型砂防ダム１である（特許文献２の明細書
の段落００２４～００２８、特許請求の範囲の請求項１、図面の図１等参照）。
【０００９】
　この透過型砂防ダム１によれば、透過型砂防ダム本体の頂部に、下流側に向かって延び
る庇を設けることによって、洪水時に透過型砂防ダム本体を乗り越えて落下する礫によっ
て、透過型砂防ダム本体を構成する下流側支柱が損傷することを確実に防止することがで
きるとされている（特許文献２の明細書の段落００１７～００２１、００３６～００３９
等参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】特開２００９－１６７６２８号公報
【特許文献２】特開２００９－２４３６４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　しかし、特許文献１、２に開示された鋼製スリットダムや透過型砂防ダムなどの透過型
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砂防堰堤は、巨大な礫等が衝突してその衝撃荷重により部材が損傷した場合、損傷した部
材を交換する必要がある。そのような場合は、交換する部材を止め付ける他の部材のフラ
ンジも変形していることが多く、交換する部材が嵌め込まれている距離を実測し、その実
測値に合うように交換する部材を特注しなければならなかった。そのため、汎用品を用い
ることができず、修繕費が高くなり、砂防堰堤の維持管理の費用が嵩むという問題点や、
実測してから発注するため、部材の交換に時間を要するという問題点があった。
【００１２】
　また、特許文献１、２に開示された鋼製スリットダムや透過型砂防ダムは、これらを構
成する管材のフランジが管材の軸に対して垂直に形成されているものであった。このため
、衝撃荷重などの管材の軸に垂直に加わる力の伝達は、ボルトの支圧力に頼るものとなっ
ていた。そのため、フランジのボルト孔の公差も大きくすることができず、変形したフラ
ンジ間に交換部材を嵌め込む際に、ボルトの位置ずれを含めて正確な実測が要求されると
いう問題点もあった。それにより、前述の維持管理の費用が掛かるといった問題点や管材
の交換に時間を要するという問題点に拍車を掛ける結果となっていた。
【００１３】
　それに加え、特許文献１、２に開示された鋼製スリットダムや透過型砂防ダムでは、設
計衝撃荷重のベクトルの方向などに関係なく、管材の軸に垂直に加わる力の伝達は、全て
ボルトの支圧力に頼るものとなっていた。そのため、構造設計に応じて設計衝撃荷重に対
する強度が高い方向を考慮して管材を配置するようなことができなかった。
【００１４】
　そこで、本発明は、上述した問題点に鑑みて案出されたものであり、その目的とすると
ころは、損傷した部材の交換が容易であると共に、設計衝撃荷重のベクトルに応じて設計
衝撃荷重に対する強度が高い方向を選択可能な透過型砂防堰堤、及びそれに用いられる管
材ユニットを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　第１発明に係る透過型砂防堰堤用管材ユニットは、水路の幅方向に沿って設けられる透
過型砂防堰堤用管材ユニットであって、端部にフランジを有する管材を備え、前記フラン
ジは、前記管材の設計衝撃荷重のベクトルに対して傾斜して形成されていることを特徴と
する。
【００１６】
　第２発明に係る透過型砂防堰堤用管材ユニットは、第１発明において、前記管材は、両
端にフランジを有し、前記両端のフランジは、当該管材の設計衝撃荷重のベクトルに対し
て互いに対称となっていることを特徴とする。
【００１７】
　第３発明に係る透過型砂防堰堤用管材ユニットは、第１発明又は第２発明において、管
材である主管同士が組み合わされたフレーム部と、前記主管同士の間に架け渡された前記
主管より小径の管材である細管を有する小礫捕捉部とを備え、前記細管のフランジは、当
該細管の設計衝撃荷重のベクトルに沿って進むに従って間隔が狭くなるように形成されて
いることを特徴とする。
【００１８】
　第４発明に係る透過型砂防堰堤用管材ユニットは、第１乃至第３の何れかの発明におい
て、管材である主管同士が組み合わされたフレーム部と、前記主管同士の間に架け渡され
た前記主管より小径の管材である細管を有する小礫捕捉部とを備え、前記主管のフランジ
は、当該主管の設計衝撃荷重のベクトルに沿って進むに従って間隔が広がるように形成さ
れていることを特徴とする。
【００１９】
　第５発明に係る透過型砂防堰堤用管材ユニットは、第１乃至第４の何れかの発明におい
て、管材同士が平面状に組み合わされた平面構造体を備え、前記平面構造体を構成する管
材が、端部にフランジを有し、当該フランジが、当該管材の設計衝撃荷重のベクトルに応
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じて前記管材の軸に対して傾斜して形成されていることを特徴とする。
【００２０】
　第６発明に係る透過型砂防堰堤用管材ユニットは、第１乃至第５の何れかの発明におい
て、管材同士が立体状に組み合わされた立体構造体を備え、前記立体構造体を構成する管
材が、端部にフランジを有し、当該フランジが、当該管材の設計衝撃荷重のベクトルに対
して傾斜して形成されていることを特徴とする。
【００２１】
　第７発明に係る透過型砂防堰堤は、第１乃至第６の何れかの発明に係る透過型砂防堰堤
用管材ユニットを備えていることを特徴とする。
【発明の効果】
【００２２】
　第１発明～第７発明によれば、管材のフランジが管材の軸に垂直な設計衝撃荷重に対し
て傾斜して形成されているので、管材が損傷した場合、その管材の挿抜が容易で、従って
交換が容易となっている。このため、部材交換の時間や砂防堰堤の維持管理の費用を低減
することができる。
【００２３】
　また、第１発明～第７発明によれば、管材のフランジは、設計衝撃荷重のベクトルに対
して傾斜して形成されているので、設計衝撃荷重のベクトルに応じて設計衝撃荷重に対す
る強度が高い方向を選択することができ、構造設計の自由度が増す。
【００２４】
　特に、第２発明によれば、フランジの傾斜が対称となっているため、フランジの傾斜が
広がっている方向への管材の挿抜がさらに容易である。それに加え、設計衝撃荷重のベク
トルに沿って衝撃荷重が加わった際に、その衝撃荷重の分力を隣接する管材に軸力として
伝達するか又は伝達させないかを構造設計に応じて適宜選択することができる。
【００２５】
　特に、第３発明によれば、損傷による交換が想定されている小礫捕捉部の細管のフラン
ジが、設計衝撃荷重のベクトルに沿って進むに従って間隔が狭くなるように形成されてい
るので、当該管材に衝撃荷重が加わった場合に、そのベクトルをフランジの傾斜で分力し
、隣接する他の管材の軸力として伝達することができる。このため、フランジ同士を止め
付けるボルトの必要本数を低減して製造コストを削減することができる。また、ボルト孔
の公差を大きくすることができるため、交換が必要な管材を止め付けるフランジ間の距離
が、取り替える管材の長さと厳密に同じでなくても取り付けることができる。このため、
交換部材をある程度共通化して砂防堰堤の維持管理の費用を低減することができる。
【００２６】
　特に、第４発明によれば、部材の交換が困難な主要構造部材であるフレーム部の主管の
フランジが、設計衝撃荷重のベクトルに沿って進むに従って間隔が広がるように形成され
ているので、フレーム部の主管に許容応力を超えるような衝撃荷重が掛かった場合、当該
主管が容易に脱落して他の主要構造部材の損傷を最小限に抑えることができる。このため
、脱落した主管のみを交換することで砂防堰堤の修繕をすることができ、砂防堰堤の維持
管理の費用をさらに低減することができる。
【００２７】
　特に、第５発明によれば、管材同士が平面状に組み合わされた平面構造体を備えた透過
型砂防堰堤用管材ユニットにおいて、前記作用効果を奏することができる。
【００２８】
　特に、第６発明によれば、管材同士が立体状に組み合わされた立体構造体を備えた透過
型砂防堰堤用管材ユニットにおいて、前記作用効果を奏することができる。
【００２９】
　特に、第７発明に係る透過型砂防堰堤は、第１乃至第６の何れかの発明に係る透過型砂
防堰堤用管材ユニットを備えているので、透過型砂防堰堤において、前記作用効果を奏す
ることができる。
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【図面の簡単な説明】
【００３０】
【図１】本発明を適用した一実施の形態である透過型砂防堰堤を示す正面図である。
【図２】本発明を適用した一実施の形態である第１実施形態に係る透過型砂防堰堤用管材
ユニットを示す斜視図である。
【図３】同上の透過型砂防堰堤用管材ユニットのＡ－Ａ線断面図である。
【図４】図２の透過型砂防堰堤用管材ユニットの小礫捕捉部の上部を示す部分斜視図であ
る。
【図５】同上の小礫捕捉部の下部を示す部分斜視図である。
【図６】図２の透過型砂防堰堤用管材ユニットの小礫捕捉部の主にテーパフランジを示す
鉛直断面図である。
【図７】同上のテーパフランジの衝撃荷重の伝達を示す説明図である。
【図８】図２の透過型砂防堰堤用管材ユニットの小礫捕捉部の細管を交換する場合を示す
説明図である。
【図９】図２の透過型砂防堰堤用管材ユニットのフレーム部のテーパフランジを示す水平
断面図である。
【図１０】同上のテーパフランジの衝撃荷重の伝達を示す説明図である。
【図１１】同上のテーパフランジの図１０と別の衝撃荷重の伝達を示す説明図である。
【図１２】本発明を適用した一実施の形態である第２実施形態に係る透過型砂防堰堤用管
材ユニットを示す斜視図である。
【図１３】図１２の透過型砂防堰堤用管材ユニットをＸの逆方向に見た背面図である。
【図１４】同上の透過型砂防堰堤用管材ユニットのＢ－Ｂ線断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００３１】
　以下、本発明を適用した透過型砂防堰堤用管材ユニット及び透過型砂防堰堤を実施する
ための形態について、図面を参照しながら詳細に説明する。
【００３２】
［第１実施形態］
　先ず、図１～図１１を用いて、本発明を適用した一実施の形態である第１実施形態に係
る透過型砂防堰堤用管材ユニット１について説明する。
【００３３】
　本発明に係る透過型砂防堰堤は、土砂災害の防止、土石流対策或は流木対策のために河
川などの水路の幅方向に沿って設けられるものである。また、この透過型砂防堰堤に用い
られる管材ユニットは、管材同士が溶接又はフランジ継手などで組みわされたものであり
、水路両岸の土木構造体間に同様のものが複数個並べて設置されるものである。この管材
ユニットは、一般的には、水路の底に沿って略水平に打設されたコンクリートの基礎に下
部が埋設されることで設置される。
【００３４】
　よって、本実施の形態では、図１に示すように、水路の両岸の土木構造体Ｄ間に複数個
並べてコンクリート製の基礎Ｆに固定されて設置される透過型砂防堰堤用管材ユニットの
うち、水流方向左岸側の端（図の左端）にある管材ユニットを第１実施形態に係る透過型
砂防堰堤用管材ユニット１として例示して説明する。
【００３５】
　なお、土木構造体Ｄは、水路の両岸に沿ってコンクリートを打設することによって断面
矩形状に形成され、基礎Ｆは、水路の底に沿ってコンクリートを打設することによって平
面状に形成される。
【００３６】
　第１実施形態に係る透過型砂防堰堤用管材ユニット１は、図２、図３に示すように、管
材同士が立体状に組み合わされた立体構造体からなる投下型砂防堰堤用管材ユニットであ
り、主要構造材である比較的太い管材である主管同士が組み合わされたフレーム部２と、
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このフレーム部２の間に架け渡されたフレーム部２を構成する主管より小径の管材である
細管を有する小礫捕捉部５と、を備えている。
【００３７】
（フレーム部）
　このフレーム部２は、断面円形の鋼管（以下、単に円鋼管という）からなる６本の管柱
（２０～２５）と、これらの管柱の頂部付近に架け渡された、主に円鋼管からなる６本の
横架材（３０～３５）などが、フランジ継手で全体概形が椅子状に組み合わされた部位で
ある。このフレーム部２は、礫や流木を堰き止める際の衝撃荷重に対抗する堰堤の主要構
造材としての機能を有する。
【００３８】
　管柱（２０～２５）は、水路の上流側から順に上流側管柱２０、２１、中間管柱２２、
２３、下流側管柱２４、２５からなり、透過型砂防堰堤用管材ユニット１の主要構造材と
しての主管を構成する。このうち、上流側管柱２０、２１は、基礎Ｆの水平な上面に対し
て垂直（鉛直）に立設され、中間管柱２２、２３、と下流側管柱２４、２５は、衝撃荷重
に対抗するため、基礎Ｆの上面に対して上流側（図中のＸ反対方向）へ傾斜して立設され
ている。
【００３９】
　これらの管柱（上流側管柱２０、２１、中間管柱２２、２３、下流側管柱２４、２５）
は、下端のフランジを含めて下部が基礎Ｆと一体としてコンクリートが打設されることで
、基礎Ｆに固定されている。
【００４０】
　また、上流側管柱２０、２１は、図２等に示すように、何れも上端が水平面で閉塞され
た柱部２０ａ、２１ａを有しており、コーナー部分となる上流側管柱２０には、この柱部
２０ａの上部から突出する継手部（２０ｂ、２０ｃ）が２つ形成され、接続側となる上流
側管柱２１には、この柱部２１ａの上部から突出する継手部（２１ｂ、２１ｃ、２１ｄ）
が３つ形成されている。
【００４１】
　なお、フレーム部２をはじめ透過型砂防堰堤用管材ユニット１を構成する部材は、円鋼
管の直管が溶接又はフランジ継手で組み合わされたものであり、以下、部材の材質等につ
いて説明を省略する。
【００４２】
　この柱部２０ａ、２１ａから下流側（図のＸ方向）へ突出する継手部２０ｂ、２１ｂに
は、端部に通常のフランジ（以下、単に通常フランジという）が形成されている。また、
柱部２０ａから水路の幅方向（図のＹの正逆方向）へ突出する継手部２０ｃ、２１ｃには
、端部に管軸に対して傾斜したテーパフランジＴＦ１（以下、単にテーパフランジという
）が形成されている。
【００４３】
　そして、上流側管柱２１には、継手部２１ｂの反対方向、即ち、柱部２１ａの上端付近
から水路の幅方向（図のＹ方向）へ水平に突出する継手部２１ｄがさらに設けられている
。この継手部２１ｄは、隣接する他の透過型砂防堰堤用管材ユニットのフレーム部と接続
するための継手であり、この端部には、テーパフランジＴＦ１が形成されている。
【００４４】
　中間管柱２２、２３と下流側管柱２４、２５は、前述のように、傾斜して立設されるた
め、下端がテーパフランジとなっており、上端に、後述の横架材（３１～３４）が接続さ
れる通常フランジが形成されている。
【００４５】
　上流側管柱２０の継手部２０ｃと上流側管柱２１の継手部２１ｃとの間には、透過型砂
防堰堤用管材ユニット１の主要構造材である主管を構成する横架材３０がテーパフランジ
ＴＦ１、ＴＦ２を介して取り付けられている。これら一対の横架材３０のテーパフランジ
ＴＦ１、ＴＦ２は、図３の矢印で示すように、横架材３０の設計衝撃荷重のベクトルが鉛
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直下向き（図のＺ方向）に設定されているため、横架材３０の管軸を通る鉛直面と交差す
るテーパフランジＴＦ１、ＴＦ２の下方が最も開いている。即ち、これら一対のテーパフ
ランジＴＦ１、ＴＦ２は、このベクトルに沿って鉛直方向下向きに行くに従って間隔が広
がるよう（開くよう）に傾斜して形成されている。
【００４６】
　ここで、設計衝撃荷重のベクトルとは、透過型砂防堰堤用管材ユニット１の構造設計を
する際に、各部材の強度計算の基となる管軸に対して垂直に働く力として想定した衝撃荷
重のベクトルのことを指しており、透過型砂防堰堤の設置状況に応じて適宜選択可能であ
ることは云うまでもない。
【００４７】
　上流側管柱２０、２１の継手部２０ｂ、継手部２１ｂの通常フランジには、透過型砂防
堰堤用管材ユニット１の主要構造材としての主管を構成する横架材３１、３２が取り付け
られている。これらの横架材３１、３２は、水平に延びる水平材部３１ａ、３２ａと、水
平材部３１ａ、３２ａから下流方向斜め上方へ延びる斜材部３１ｂ、３２ｂと、斜材部３
１ｂ、３２ｂの中央付近から下流側斜め下方へ延びる柱接続部３１ｃ、３２ｃと、から構
成されている。また、水平材部３１ａ、３２ａと斜材部３１ｂ、３２ｂは、フランジを介
して逆くの字状に溶接されている。
【００４８】
　これらの横架材３１、３２において、水平材部３１ａ、３２ａ、斜材部３１ｂ、３２ｂ
、柱接続部３１ｃ、３２ｃのそれぞれの３つの管端には、通常フランジが形成されている
。この水平材部３１ａ、３２ａには、継手部２０ｂ、２１ｂが、柱接続部３１ｃ、３２ｃ
には、中間管柱２２、２３が、それぞれ通常フランジを介して接続されている。
【００４９】
　斜材部３１ｂ、３２ｂの通常フランジには、透過型砂防堰堤用管材ユニット１の主要構
造材としての主管を構成する横架材３３、３４が接続されている。これらの横架材３３、
３４は、斜材部３１ｂ、３２ｂと同一方向に延伸する斜材部３３ａ、３４ａと、これらの
斜材部３３ａ、３４ａの中央付近から下流側斜め下方へ延びる柱接続部３３ｂ、３４ｂと
、斜材部３３ａ、３４ａの上端付近から水路の幅方向へ水平（図のＹの正逆方向）に延び
る継手部３３ｃ、３４ｃを備えている。また、横架材３４は、隣接する他の透過型砂防堰
堤用管材ユニットのフレーム部と接続するための、水路の幅方向へ水平（図のＹ方向）に
延びる継手部３４ｄをさらに備えている。
【００５０】
　この継手部３３ｃと継手部３４ｃとの間には、テーパフランジＴＦ１、ＴＦ２を介して
透過型砂防堰堤用管材ユニット１の主要構造材である主管を構成する横架材３５が取り付
けられている。これら一対の横架材３５側のテーパフランジＴＦ２は、図３の矢印で示す
ように、横架材３５の設計衝撃荷重のベクトルが水平下流向き（図のＸ方向）に設定され
ているため、横架材３５の管軸を通る水平面と交差するテーパフランジＴＦ２の下流側が
最も開いている。即ち、これら一対のテーパフランジＴＦ２は、このベクトルに沿って水
平方向下流側へ進むに従って間隔が広がる（開くよう）に傾斜して形成されている。
【００５１】
（小礫捕捉部）
　次に、小礫捕捉部５について説明する。横架材３１と横架材３２との間、横架材３３と
横架材３４との間には、小礫を捕捉するための小礫捕捉部５が形成されている。なお、こ
の小礫捕捉部５を構成する部材は、損傷した場合は交換が予定されている。
【００５２】
　この小礫捕捉部５は、図２～図５に示すように、横架材３１～３４に突設され、水路の
幅方向（図のＹの正逆方向）に水平に延びる１０対の細管継手部（５１ａ、５１ｂ、～５
６ａ、５６ｂ、６１ａ、６１ｂ～６４ａ、６４ｂ）と、これらの細管継手部（５１ａ、５
１ｂ、～５６ａ、５６ｂ、６１ａ、６１ｂ～６４ａ、６４ｂ）間に取り付けられた１０本
の細管（７０～７９）など、から構成されている。また、細管継手部（５１ａ、５１ｂ、
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～５６ａ、５６ｂ、６１ａ、６１ｂ～６４ａ、６４ｂ）と細管（７０～７９）は、全てテ
ーパフランジＴＦ３，ＴＦ４により接続されている。
【００５３】
　１０対の細管継手部（５１ａ、５１ｂ、～５６ａ、５６ｂ、６１ａ、６１ｂ～６４ａ、
６４ｂ）うち、図４に示す上流側の６対の細管継手部（５１ａ、５１ｂ、～５６ａ、５６
ｂ）が、横架材３１と横架材３２との間に形成されており、図５に示す下流側の４対の細
管継手部（６１ａ、６１ｂ～６４ａ、６４ｂ）が、横架材３３と横架材３４との間に形成
されている。
【００５４】
　１０本の細管（７０～７９）は、全てテーパフランジＴＦ３、ＴＦ４を介して取り付け
られているが、図３に示すように、このうち横架材３１と横架材３２との間に取り付けら
れた上流側６本の細管（７０～７５）は、細管（７０～７５）の設計衝撃荷重のベクトル
が鉛直下向きに設定されている。このため、これら６本の細管（７０～７５）の両端のテ
ーパフランジＴＦ４は、細管（７０～７５）の管軸を通る鉛直面の上方において最も開い
ている。即ち、６本の細管（７０～７５）の両端のテーパフランジＴＦ４は、設計衝撃荷
重のベクトルに沿って鉛直方向下向きに行くに従って間隔が狭くなるよう（閉じるよう）
に傾斜して形成されている。
【００５５】
　また、残りの横架材３３と横架材３４との間に取り付けられた下流側４本の細管（７６
～７９）は、細管（７６～７９）の設計衝撃荷重が水平下流向きに設定されている。この
ため、これら４本の細管（７６～７９）の両端のテーパフランジＴＦ４は、細管（７６～
７９）の管軸を通る水平面の上流側において最も開いている。即ち、４本の細管（７６～
７９）の両端のテーパフランジＴＦ４は、水平方向下流側へ進むに従って間隔が狭く（閉
じるよう）に傾斜して形成されている。
【００５６】
　なお、横架材３２、３４には、細管継手部（５１ｂ～５６ｂ、６１ｂ～６４ｂ）と反対
方向に水平（図のＹ方向）に延びる細管継手部がさらに形成されており、隣接する他の透
過型砂防堰堤用管材ユニットの細管と接続可能となっている。
【００５７】
（テーパフランジ）
　次に、図６～図１１を用いて、透過型砂防堰堤用管材ユニット１のテーパフランジ（Ｔ
Ｆ１～ＴＦ４）についてさらに詳細に説明する。先ず、小礫捕捉部５のテーパフランジＴ
Ｆ３、ＴＦ４、即ち、１０本の細管（７０～７９）のうち何れかの両端に設けられた一対
のテーパフランジＴＦ３、ＴＦ４について、最上流側の細管７０を例に挙げて説明する。
【００５８】
　細管７０は、概形が椅子状の透過型砂防堰堤用管材ユニット１の座面部分に位置してお
り（図２も参照）、水路の流れに押し流されてきた小礫等が沈降してくるのを捕捉する機
能を有しているため、図６に示すように、設計衝撃荷重のベクトルとしては鉛直下向き（
図のＺ方向）が想定されている（図３も参照）。
【００５９】
　また、図６に示すように、細管７０の両端のテーパフランジＴＦ４は、設計衝撃荷重の
ベクトルに沿って進むに従って間隔が狭くなるよう（閉じるよう）に傾斜しており、本実
施の形態では、細管７０の管軸に対して傾斜していると共に、この設計衝撃荷重のベクト
ルに対して（ベクトルを軸に）線対称に所定角度θずつ傾斜している。
【００６０】
　このため、図７に示すように、想定する設計衝撃荷重のベクトルにｘの衝撃荷重が掛か
った場合、テーパフランジＴＦ３、ＴＦ４のフランジ面に沿って働く力は、ｘｃｏｓθと
なり、細管継手部５１ａ、５１ｂの軸力でいくらか負担する分、通常フランジだった場合
に掛かる力ｘより軽減されることとなる。
【００６１】
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　よって、テーパフランジＴＦ３、ＴＦ４とすることにより、通常フランジであった場合
に緊結するボルトの本数よりボルトの本数を削減することができる。また、管材の軸力に
幾らか負担させることができるので、ボルト孔の径の公差を大きくするこができ、損傷に
よる交換が予定されている細管７０を交換する際に、多少の誤差を吸収することができる
。
【００６２】
　例えば、図８に示すように、細管７０は、交換する細管７０の実際の寸法より、一対の
細管継手部５１ａ、５１ｂ間が僅かに小さい場合であっても、両端がテーパフランジであ
ることと、ボルト孔が通常フランジより大きくとれることにより、一対の細管継手部５１
ａ、５１ｂ間に装着が可能となっている。このため、細管７０は、他継手間に装着する細
管としても使用可能となり、部材（部品）の共通化を図ることができる。
【００６３】
　次に、図９等を用いて、フレーム部２のテーパフランジＴＦ１、ＴＦ２、即ち、横架材
３０、３５の何れかの両端に設けられた一対のテーパフランジＴＦ１、ＴＦ２について、
最下流に位置する横架材３５を例に挙げて説明する。
【００６４】
　横架材３５は、概形が椅子状の透過型砂防堰堤用管材ユニット１の背もたれ最上部に位
置しており（図２も参照）、水路の流れに乗ってきた礫等が衝突しても崩壊しないように
、フレーム部２の形状を保つ主要構造材としての機能を有している。このため、図９に示
すように、設計衝撃荷重のベクトルとしては水平方向下流側（図のＸ方向）が想定されて
いる（図３も参照）。
【００６５】
　また、図９に示すように、横架材３５の両端のテーパフランジＴＦ２は、設計衝撃荷重
のベクトルに沿って進むに従って間隔が広がる（開くよう）に傾斜しており、本実施の形
態では、横架材３５の管軸に対して傾斜していると共に、この設計衝撃荷重のベクトルに
対して線対称に所定角度θずつ傾斜している。
【００６６】
　このため、図１０に示すように、想定する設計衝撃荷重のベクトルにｘの衝撃荷重が掛
かった場合、テーパフランジＴＦ１、ＴＦ２のフランジ面に沿って働く力は、ｘｓｅｃθ
となり、通常フランジであった場合に掛かる力ｘより大きく、結果的に、横架材３５が継
手部３３ｃ、３４ｃ間から脱落し易くなる。
【００６７】
　また、横架材３５に衝撃荷重が直接作用しない場合、例えば、図１１に示すように、横
架材３３に衝撃荷重ｘが作用した場合、横架材３５には、テーパフランジＴＦ１、ＴＦ２
の距離の効果によりモーメントが発生し、フランジ面と垂直な力Ｍが作用する。このため
、軸力Ｍ1の他、衝撃荷重ｘの方向と同じ方向への分力Ｍ2が発生し、その分、横架材３５
が継手部３３ｃ、３４ｃ間から脱落し易くなる。
【００６８】
　以上説明したテーパフランジＴＦ１、ＴＦ２の所定角度θは、衝撃荷重を軸力に負担さ
せることを考えると４５度が最も好ましく、０度を超えて僅かに傾斜するだけでも衝撃荷
重の分力が軸方向へ伝達されるため効果があるのは明らかである。しかし、この所定角度
θは、フランジ同士を緊結するボルトをボルト孔へ挿入することや、ボルトを回す工具を
挿入するスペース等を考慮すると、１０度～３０度が好ましい。
【００６９】
（透過型砂防堰堤用管材ユニット１の作用効果）
　以上のように、第１実施形態に係る透過型砂防堰堤用管材ユニット１によれば、フラン
ジの傾斜が広がっている方向への管材の挿抜が容易であり、損傷した部材だけ交換するこ
とが容易である。それに加え、設計衝撃荷重のベクトルに沿って衝撃荷重が加わった際に
、その衝撃荷重の分力を隣接する管材に軸力として伝達するか又は伝達させないかを構造
設計に応じて適宜選択することができる。
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【００７０】
　また、第１実施形態に係る透過型砂防堰堤用管材ユニット１によれば、損傷による交換
が想定されている小礫捕捉部５の細管を止め付けるボルトの必要本数を低減して製造コス
トを削減することができる。また、ボルト孔の公差を大きくすることができるため、交換
が必要な管材を止め付けるフランジ間の距離が、取り替える管材の長さと厳密に同じでな
くても取り付けることができる。このため、交換部材をある程度共通化して砂防堰堤の維
持管理の費用を低減することができる。
【００７１】
　それに加え、第１実施形態に係る透過型砂防堰堤用管材ユニット１によれば、部材の交
換が困難な主要構造部材であるフレーム部２の横架材３０、３５などに許容応力を超える
ような衝撃荷重が掛かった場合、当該管材が容易に脱落して他の主要構造部材の損傷を最
小限に抑えることができる。このため、脱落した管材のみを交換することで、砂防堰堤の
修繕をすることができ、砂防堰堤の維持管理の費用をさらに低減することができる。
【００７２】
［第２実施形態］
　次に、図１２～図１４を用いて、本発明を適用した一実施の形態である第２実施形態に
係る透過型砂防堰堤用管材ユニット１’について説明する。第１実施形態に係る透過型砂
防堰堤用管材ユニット１と相違する点は、管材ユニットが立体構造体からなるのではなく
平面構造体からなる点だけであるので、その点についてのみ説明し、他の説明は省略する
。
【００７３】
　第２実施形態に係る透過型砂防堰堤用管材ユニット１は、管材同士が平面状に組み合わ
された平面構造体からなる投下型砂防堰堤用管材ユニットであり、主要構造材である比較
的太い管材からなる主管同士が格子状に組み合わされたフレーム部２’と、このフレーム
部２’間に上下に架け渡されたフレーム部２を構成する管材より小径の管材である細管を
有する小礫捕捉部５’と、を備えている。なお、フレーム部２’は、格子状ではない、即
ち、柱材に相当するものがなく、単に土木構造体Ｄ間に梁状のもの架け渡されたものであ
っても構わない。
【００７４】
（フレーム部）
　フレーム部２’は、主に円鋼管の直管からなる最上段の最上段梁材２０’と、同様に円
鋼管の直管からなる複数段の一般梁材２１’などから主に構成され、最上段梁材２０’同
士、一般梁材２１’同士が、通常フランジにより複数繰り返し接続されている。このフレ
ーム部２’は、礫や流木を堰き止める際の衝撃荷重に対抗する堰堤の主要構造材である主
管としての機能を有している。
【００７５】
（小礫捕捉部）
　最上段梁材２０’と一般梁材２１’との間、一般梁材２１’同士の間には、小礫を捕捉
するための小礫捕捉部５’が形成されている。小礫捕捉部５’を構成する部材は、損傷し
た場合は交換が予定されている。最上段梁材２０’及び一般梁材２１’には、鉛直下方へ
突出する細管継手部２０’ａ、２０’ｂ、２１’ａ、２１’ｂが形成され、一般梁材２１
’には、鉛直上方へ突出する細管継手部２１’ｃ、２１’ｄもさらに形成されている。
【００７６】
　これらの細管継手部２０’ａと２１’ｃ間、及び細管継手部２０’ｂと２１’ｄ間には
、それぞれ円鋼管の直管からなる同一の細管５０’がテーパフランジＴＦ３，ＴＦ４を介
して取り付けられている。また、この細管５０’の中央付近から水路の幅方向の両方へ水
平に突出した円鋼管からなる突管５１’、５２’が形成されており、小礫等を堰き止める
機能を有している。
【００７７】
（テーパフランジ）



(12) JP 2017-8509 A 2017.1.12

10

20

30

40

50

　第２実施形態に係る透過型砂防堰堤用管材ユニット１’のテーパフランジは、小礫捕捉
部５’の細管５０’の上下の管端にだけ形成され、フレーム部２’には、テーパフランジ
（前述のＴＦ１、ＴＦ２）が形成されていない。これは、透過型砂防堰堤用管材ユニット
１’が、同一部材が繰り返し接続された平面構造体からなるため、主要構造材であるフレ
ーム部２’であっても、交換が困難であるなどの理由が存在せず、個々の部材（部品）の
交換が比較的容易であるからである。
【００７８】
　細管５０’は、水路の流れに押し流されてきた小礫等を堰き止めて捕捉する機能を有し
ているため、図１４に示すように、設計衝撃荷重のベクトルとしては水平下流向き（図の
Ｘ方向）が想定されている。
【００７９】
　また、図６に示したのと同様に、細管５０’の両端のテーパフランジＴＦ４は、設計衝
撃荷重のベクトルに沿って進むに従って間隔が狭くなるよう（閉じるよう）に傾斜してお
り、本実施の形態では、細管５０’の管軸に対して傾斜していると共に、この設計衝撃荷
重のベクトルに対して線対称に所定角度θずつ傾斜している（図示せず）。このため、こ
のテーパフランジＴＦ３、ＴＦ４のフランジ面に沿って掛かる力は、図７に示したのと同
様に、軸力でいくらか負担する分、通常フランジだった場合に掛かる力より軽減されるこ
ととなる。
【００８０】
（透過型砂防堰堤用管材ユニット１’の作用効果）
　以上のように、本発明の第２実施形態に係る透過型砂防堰堤用管材ユニット１’によれ
ば、管材同士が平面状に組み合わされた平面構造体を備えた透過型砂防堰堤用管材ユニッ
トにおいて、立体構造体を備え透過型砂防堰堤用管材ユニット１と同様の前記作用効果を
奏することができる。
【００８１】
　以上、本発明の第１実施形態、第２実施形態に係る透過型砂防堰堤用管材ユニット１、
１’について詳細に説明したが、特に、管材ユニットを構成する部材として、断面円形の
鋼管を例に挙げて説明したが、管材であり端部にテーパフランジ（ＴＦ１～ＴＦ４）が形
成されていればよく、部材の材質や断面形状は限定されるものではない。また、設計衝撃
荷重のベクトルとして、図３等に示したように、鉛直下向きと水平下流向きのものを例示
して説明したが、個々の管材の水路における設置位置や水流方向、設置状況などを勘案し
て適宜設定できるものである。
【００８２】
　そして、前述した又は図示した実施の形態は、何れも本発明を実施するにあたって具体
化した一実施の形態を示したものに過ぎず、これらによって本発明の技術的範囲が限定的
に解釈されてはならないものである。
【符号の説明】
【００８３】
１、１’　　　　　：透過型砂防堰堤
２、２’　　　　　：フレーム部
２０～２５　　　　：管柱（主管）
２０’、２１’　　：梁材（主管）
３０～３５　　　　：横架材（主管）
ＴＦ１　　　　　　：テーパフランジ（継手部側）
ＴＦ２　　　　　　：テーパフランジ（横架材側）
５、５’　　　　　：小礫捕捉部
７０～７９　　　　：細管
５０’　　　　　　：細管
ＴＦ３　　　　　　：テーパフランジ（細管継手部側）
ＴＦ４　　　　　　：テーパフランジ（細管側）
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Ｄ　　　　　　　　：土木構造体
Ｆ　　　　　　　　：基礎
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